
　今回取り上げる「販売用不動産の会計処理」

は，不動産販売業において特に留意が必要と

なる会計処理及び税務処理に焦点を絞ったも

のです。不動産業以外の事業を本業とする企

業においても，従来工場用地として保有して

いた土地の分譲などを行うことも考えられま

す。

　なお，本稿の意見にわたる部分は筆者の私

見であることをお断りしておきます。

�　会計上の販売用不動産
　不動産販売業以外の製造業などの企業は，

一般的に，不動産を固定資産として保有しま

すが，不動産販売を業とする企業においては，

不動産を販売することを目的として保有しま

すので，販売目的で保有する不動産は棚卸資

産として分類され販売用不動産，仕掛不動産

等の科目で表示されます。販売用不動産は開

発中の販売用不動産と開発を行わない不動産

及び開発が完了した販売用不動産（以下その

他の販売用不動産という）の大きく二つに分

類することができると考えられます。開発中

の販売用不動産は，例えば土地を仕入れて，

造成や建物の建築を行っている不動産が想定

され，その他の販売用不動産は，例えば，土

地や土地付き建物を仕入れてそのまま転売す

る場合や造成工事や建築工事が完了し完成在

庫となっている不動産が想定されます。

�　法人税法上の販売用不動産
　法人税法上の棚卸資産は，商品又は製品，

半製品，仕掛品（半成工事を含む），主要原

材料，補助原材料その他の棚卸資産で，有価

証券及び短期売買商品（トレーディング目的

で保有する棚卸資産）を除くものをいいます

（法法２二十）。販売用不動産については，

竣工済みのものであれば商品又は製品，造

成・建築中のものであれば仕掛品に該当する

ものと考えられます。
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は じ め に

１　棚卸資産としての販売用不動産

＜業種に特有な会計及び税務処理シリーズ＞

不動産販売業の会計処理と税務

第９回

（対象となる業種）

　不動産販売業

公認会計士　三 橋　　敏

税 理 士　山 本 恭 司



�　会計上の取扱い
　連続意見書第四によれば，購入棚卸資産の

取得原価は，購入代価に副費（附随費用）の

一部又は全部を加算することにより算定され

るとされています（連続意見書第四　五．１）。

販売用不動産の取得価額には，一般的に土地

代金，仲介手数料，不動産取得税，移転の場

合の登録免許税，造成費用，建物の建設費用，

物件調達部門や企画部門の人件費などが含ま

れると考えられます。通常，不動産以外の棚

卸資産については利子を取得価額に含めない

こととなっています。これに対して，不動産

開発事業については，開発に長期間を要し，

膨大な資金を必要とすることから一定の条件

を満たす場合には，監査上支払利子を原価算

入することが監査上妥当と取り扱われること

になっています（日本公認会計士協会　不動

産開発事業を行う場合の支払利子の監査上の

取扱いについて）。ただし，実務上は要件の

判定の煩雑性や保守主義の観点から，実際に

利子を原価算入しているケースは多くないと

考えられます。なお，取得原価は団地別，プ

ロジェクト別等で集計されると考えられます。

�　法人税法上の取扱い
　法人税法上の棚卸資産の取得価額は，他か

ら購入したものについては，当該資産の購入

代価，及び当該資産を消費し又は販売の用に

供するために直接要した費用の額の合計額と

されており，会計上の取扱いと大きく異なる

点はないと考えられます。ただし，取得，保

有に関連する支出であっても，不動産取得税，

地価税，登録免許税等の費用及び借入金の利

子については取得原価に算入しないことがで

きるとされています（法令３２，法基通５－１

－１，５－１－１の２）。

１　販売用不動産の評価方法
�　会計上の評価
　会計上は，従来，棚卸資産の評価について

は原価法と低価法の選択適用が認められてお

り，原価法の下で著しい価格の下落があった

場合には強制評価減が行われていましたが，

平成２０年４月１日以降開始する事業年度から

「棚卸資産の評価に関する会計基準（企業会

計基準第９号）」（以下棚卸資産評価基準）が

全面適用されています。この基準では，通常

の販売目的で保有する棚卸資産については，

取得原価をもって貸借対照表価額とし，期末

における正味売却価額が取得原価よりも下落

している場合には収益性が低下しているもの

と考えて，当該正味売却価額をもって貸借対

照表価額とするとされています。

　これに伴い，日本公認会計士協会　監査委

員会報告第６９号「販売用不動産等の強制評価

減の要否の判断に関する監査上の取扱い」に

ついては，棚卸資産評価基準の下での，販売

用不動産の評価に関する監査上の取扱いを示

すものとして，監査委員会報告第６９号「販売

用不動産の評価に関する監査上の取扱い」（以

下監委第６９号）へと改正されました。

�　法人税法上の棚卸資産の評価
　税務上，棚卸資産である不動産に係る評価

損は，原則として，災害により著しく損傷す

るなど物理的な損傷により価値が下落しない

限り損金算入が認められませんが，法人がそ

の有する棚卸資産につき，所轄税務署に低価

法の届出を行っている場合には，評価損の損

金算入が認められます。評価方法の届け出は，

法人の行う事業の種類ごとに，かつ商品又は

製品，半製品，仕掛品，主要原材料，補助原

材料その他の棚卸資産（副産物及び作業くず
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２　販売用不動産の取得価額

３　販売用不動産の評価



を含む）の区分ごとに行うことになります

（法令２９①）。

　法人が棚卸資産たる不動産につき何ら届け

出を行っていない場合，税務上の法定評価方

法は『最終仕入原価法による原価法』となり

ます（法令３１①）。低価法の届出方法は，従

前から棚卸資産を保有していたかどうかで異

なります。

２　切放し法と洗替え法
�　会計上の取扱い
　棚卸資産評価基準においては，前期に計上

した簿価切下額の戻入れ方法について，洗替

え法と切放し法の選択適用が認められていま

す。選択適用は棚卸資産の種類ごとに可能で

す。また，売価の下落要因を区分把握できる

場合には，物理的劣化や経済的劣化，若しく

は市場の需給変化の要因ごとに選択適用する

ことができます。

�　法人税法上の取扱い
　税務上の低価法は，洗替え低価法が原則で

あり（法令２８①二），特例として次の条件を

すべて満たした場合のみ切放し低価法が認め

られます（法令２８②）。

　①の条件については，切放し低価法は（時

価が戻っても評価益を計上しなくてよいの

で）納税者にとって有利な規定であり，税務

では昭和４０年にようやく認められたものです

ので，時価が戻って当初の取得価額を超える

ようなケースでは認められず，その場合は当

初の取得価額まで評価益を計上しなければな

らないことを示すものです。そのため，会計

と同様の切放し法にはなっていません。した

がって，切放し法を適用した場合，上記のよ

うなケースでは会計上の帳簿価額と税務上の

帳簿価額に差異が発生することになります。

②については法人が受払簿に時価を記載する

ことにより対応可能となります。なお，切放

し低価法適用のためにさらなる届け出は必要

ありません。

３　評価に使用する「時価」
�　会計上の取扱い
　監委第６９号では販売用不動産等の帳簿価額

と比較すべき正味売却価額について，開発中

の販売用不動産とその他の販売用不動産に分

けて以下の算式により正味売却価額を算定す

ることとしています。
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　所轄税務署長に「棚卸資産の評価方法の届出書」を提出します。提出

期限は，その事業を開始した事業年度の確定申告書の提出期限（仮決算

による中間申告書を提出するときは，その中間申告書の提出期限）です。

①　過去に棚卸資産で

ある不動産を保有せ

ず，新たに不動産販

売業を開始した場合

　所轄税務署長に「棚卸資産の評価方法の変更承認申請書」を提出しま

す。提出期限は，その評価方法を採用する事業年度開始の日の前日（つ

まり前期末）です。その現によっている評価方法を採用してから３年を

経過していないときは，合併等の例外を除き，税務署長から申請を却下

されるとされており（法基５－２－１３），①と異なり低価法への変更が

必ず認められるとは限りません。この「現によっている評価方法」には，

法人が届け出を行わず法定評価方法によっている場合も含まれるため，

新たに不動産販売業を開始した事業年度の確定申告書の提出期限までに

①の届出書を提出しなかった場合，その後３年間は低価法の承認申請が

認められないことになるので注意が必要となります。

②　従前から棚卸資産

である不動産を保有

していた場合

①　当初の取得価額よりも，その期末時

価の方が低いこと

②　棚卸資産の受払簿に毎期の期末時価

を記載していること



　開発中の販売用不動産については，開発行

為が進行している不動産であるため，帳簿価

額には土地の取得費と期末までに発生した造

成・建築工事原価が集計されているものと考

えられます。これに対応する回収可能価額は

完成後販売見込額から今後発生する造成・建

築工事原価と販売経費を差し引いたもので，

回収可能価額が帳簿価額を下回った場合には，

収益性の低下が認められるので，評価減を実

施することになります。完成後販売見込額に

ついては，既に売買契約が成立していれば当

該契約額，契約が成立していなければ販売公

表価額または販売予定価格などにより評価す

ることになると考えられます。

　一方，その他の販売用不動産については，

以下の算式により回収可能価額を算定します。

　その他の販売用不動産の販売見込額につい

ては，売買契約が締結されていれば契約金額

になると考えられます。また，仕入れて間も

ないまたは開発行為が完了して間もない場合

で，販売公表価格等で販売できる見込みがあ

れば販売公表価格等によると考えられます。

ただし，いつでも売却可能な状態の販売用不

動産を保有している場合には，販売公表価格

等で販売できる見込みが乏しいことも多いと

考えられるので，その場合には以下を基礎と

して販売見込額を合理的に算定することと

なっています。

　・　「不動産鑑定評価基準」に基づいて算

定した価額

　・　都道府県基準値価格

　・　路線化による相続税評価額

　・　固定資産税評価額を基にした倍率方式

による相続税評価額

　・　近隣の取引事例から比準した価格

　・　収益還元価額

�　法人税法上の低価法における「時
価」

　平成１９年度税制改正により，棚卸資産の期

末評価について低価法を適用する場合におけ

る棚卸資産の評価額が「当該事業年度終了の

時におけるその取得のために通常要する価額

（いわゆる再調達原価）」から「当該事業年

度終了の時における価額」に改められました。

この「当該事業年度終了の時における価額」

は，当該事業年度終了の時においてその棚卸

資産を売却するものとした場合に通常付され

る価額をいい（法令２８①二），通常，商品又

は製品として売却するものとした場合の売却

可能価額から見積追加製造原価（未完成品に

限る）及び見積販売直接経費を控除した正味

売却価額によることとなっています（法基５

－２－１１）。

　よって税務上の低価法による期末時価は会

計基準のものと一致するはずですが，実際の

税務調査においては，その正味売却価額の算

定方法の合理性を調査される可能性が高く，

会計基準による評価損がすべて認められると

は限りません。この合理性を証明するものと

しては，専門家による鑑定評価書が最も有効

ですが，竣工済みの分譲マンションなどでは

チラシ等で公表している販売価格も考えられ

ます。
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開発事業支出金の時価

＝完成後販売見込額－（造成・建築工事

原価今後発生見込額＋販売経費見込

額）

販売用不動産の時価

＝販売見込額－販売経費等見込額



�　会計上の取扱い
　不動産販売業を営む企業においては，不動

産を販売目的で保有することもありますし，

賃貸事業目的や自社利用目的で保有すること

もあります。そのため，例えば，販売目的で

取得した不動産について自社で保有し続けて

賃貸したほうが，高い収益が見込める場合に

は，販売用不動産を保有目的の変更により固

定資産に振り替えることも考えられます。ま

た，賃貸事業目的で保有していた不動産につ

いて，不動産市況が高騰しているため，売却

したほうがよいと判断される場合には，固定

資産から販売用不動産に振り替えるというこ

とも考えられます。現在は販売用不動産につ

いては「棚卸資産の評価に関する会計基準」

が，固定資産については「固定資産の減損に

係る会計基準」がそれぞれ導入されており，

販売用不動産から固定資産へ，または固定資

産から販売用不動産へ，どちらへ振替を行う

にしても，「棚卸資産の評価に関する基準」

または「固定資産の減損に係る会計基準」適

用後の帳簿価額で振り替えることになります

ので，評価減逃れのための保有目的の変更に

使われる可能性は減少しています。ただし，

含み益のある固定資産や保守的に減損した後

の固定資産を棚卸資産に振り替えた後で売却

すると営業利益が増加する結果となりますの

で，いずれにしても保有目的の変更には合理

的な理由に基づき行われなければなりません。

　なお，販売用不動産等及び固定資産の保有

目的の変更が，会社の財務諸表に重要な影響

を与える場合には，追加情報として，その旨

及びその金額を貸借対照表に注記することが

必要であるとされています（販売用不動産等

の評価に関する監査上の取扱い７）。

�　法人税法上の取扱い
　税務上，棚卸資産には低価法評価減の損金

算入，固定資産（減価償却資産）には減価償

却費の損金算入が認められているため，相互

間の振替により税負担を軽減させるメリット

があります。税務上は相互間の振替に関する

制限等はありませんが，実態に即していない

場合には租税回避と認定される可能性がある

ので，振替にあたっては合理的な理由に基づ

き決議した稟議書などの書面を残す必要があ

ると考えられます。

�　会計上の取扱い
　我が国においては，不動産の売却取引に関

する包括的な会計基準は存在しておらず，企

業会計原則に従い，実現主義により収益認識

することとなっています。実現主義の下での

収益認識要件としては，一般的に，「財貨の

移転又は役務の完了」とそれに対する「対価

の成立」が求められていると考えられていま

す。平成１６年２月１３日に企業会計基準委員会

より「不動産の売却に係る会計処理に関する

論点の整理」が公表されていますが会計基準

とはなっていません。ただし，不動産の売却

による収益認識について一定の考え方が示さ

れています。また，平成２１年７月９日には日

本公認会計士協会から「会計制度委員会研究

報告第１３号　我が国の収益認識に関する研究

報告（中間報告）－ＩＡＳ第１８号「収益」に

照らした考察－」が公表されています。本研

究報告では，我が国の収益認識についてＩＡ

Ｓ１８と照らした考察が行われており，不動産

の売却についても触れられています。

　そのほか，関係会社への売却や特別目的会

社への売却といった場合の会計処理について

は，個別に指針が公表されています。
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４　販売用不動産の保有目的の変更

５　不動産販売の収益認識



　通常の不動産の分譲・販売であれば，①売

買契約の締結・手付け金の受領，②物件引

渡・残金決済，③②とほぼ同時に所有権移転

登記，の順に行われると考えられますが，②

の物件引渡しと残金決済のタイミングで，実

現主義の「財貨の移転又は役務の完了」とそ

れに対する「対価の成立」が満たされるもの

と考えられます。したがって，不動産販売業

においては，買戻条件や譲渡人からの融資と

いった特殊な状況がなければ，引渡しにより

収益認識されるものと考えられます。

�　法人税法上の取扱い
　法人税法上，棚卸資産の販売による収益の

帰属の時期は引渡しが行われた日の属する事

業年度が原則となっています（法基２－１－

１）。また，土地・建物等の不動産の譲渡の

場合には，買手の使用収益開始を基準とする

引渡しの日の判定規準が例示されています。

棚卸資産が土地であり，その引渡しの日がい

つであるかが明らかでないときは，代金の相

当部分（おおむね５０％以上）を収受した日又

は所有権移転登記の申請（申請必要書類の相

手方への交付を含む）の日のいずれかの早い

日によることができるとされています（法基

２－１－２）。

　一般的な不動産の販売であれば，引渡基準

によれば，会計上も税務上も収益計上が認め

られるものと考えられます。しかし，税務で

認められる代金の相当部分（おおむね５０％以

上）を収受した日に売上を計上する方法につ

いては，会計上は実現主義の原則に照らして

考えると，代金の相当部分を収受しただけで

は「財貨の移転の完了」の要件が満たされて

いないため，収益を認識することは認められ

ないとされています（日本公認会計士協会会

計制度委員会研究報告第１３号　我が国の収益

認識に関する研究報告（中間報告））。

�　会計上の取扱い
　団地になっている分譲地を販売する場合や，

マンションを販売する場合には，造成や建築

工事は一体で行い，その中の区画を販売して

いくので，引渡済みの物件の収益と対応する

原価の払出しが必要となります。不動産販売

原価への原価配分は，合理的な基準により行

われることになります。実務上は，面積基準

または売価基準により原価配分を行うのが一

般的なようです。

�　法人税法上の取扱い
　造成団地の分譲による売上原価の額につい

ては帰属事業年度について特例が設けられて

います。法人が一団地の宅地を造成して，二

以上の事業年度にわたって分譲する場合には，

分譲が完了する前の年度と分譲が完了した年

度に分けて売上原価の算定方法が示されてい

ます。

　ただし，法人が原価の額の計算について，

上記と異なる方法によっている場合であって
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�　分譲が完了する事業年度の直前事業

年度までの各事業年度……次の計算式

により計算した金額を当該事業年度の

売上原価の額とする。

�　分譲が完了した事業年度……全体の

工事原価の額（法人の利用する土地に

かかる工事原価の額を除く。）から当該

事業年度前の各事業年度において売上

原価として損金の額に算入した金額の

合計額を控除して金額を当該事業年度

の売上原価の額とする。

６　原　価　配　分

当該事業年度において
分譲した分譲地の面積

×
当該事業年度前の各事
業年度に分譲した面積－分譲総予

定面積

当該事業年度前の各事
業年度に損金の額に算
入した工事原価の額　

－工事原価
の見積額



も，その方法が分譲価額に応ずる方法である

等合理的であると認められるときは，継続的

に適用することを条件としてこれを認めるこ

ととされています（法基通２－２－２）。し

たがって税務上も売価基準による原価配分が

許容されるものと考えられます。

　土地の譲渡については，消費税は非課税で

す。一方，土地の造成工事，建物の建築工事，

建物の譲渡については消費税が課税されます。

例えば，更地の土地を購入して，宅地を造成

し，マンションを建てて分譲する場合には，

まず土地の仕入時には，消費税は課税されま

せんが，造成工事と建築工事には消費税が課

税されます。また，物件の販売時には土地に

は消費税は課税されず，建物には消費税が課

税されます。仕入税額控除について個別対応

方式によった場合，土地の造成工事に係る消

費税は，非課税売上げである土地の売上に対

応するものであるため仕入税額控除すること

ができません。したがって，造成工事に係る

支払消費税は売主の負担となります。ただし

棚卸資産に係る控除対象外消費税であること

から，損金経理を要件として法人税法上は損

金に算入することができます（法令１３９の４）。

一方，建物の建設工事に係る支払消費税につ

いては，課税売上げである建物の売上げに対

応するものであるため仕入れ税額控除の対象

となります。

　仕入れに係る消費税額の控除時期は原則と

して当該課税仕入れを行った日となっていま

す。建設工事などにおいては，代金を数回に

分けて支払うことがありますが，建設工事未

成工事支出金に係る支払消費税額については，

目的物の引渡しを受けた課税期間の課税仕入

れとするため，工事が完了していない建設工

事に係る消費税は当期に仕入税額控除できず，

工事が完了する事業年度まで繰り延べること

となっています（消費税法３０，消基通１１－３

－５）。このように，不動産販売に関する消

費税については，課税・非課税，仕入れ税額

控除の可否，仕入れ税額控除の時期などに特

徴がありますので，これらの消費税の取扱い

も考慮に入れて物件の収支と資金繰りを考え

る必要があります。

�　会計上の取扱い
　分譲地や建売住宅，マンションの販売にお

いては，販売活動を行うことにより，新聞の

折込チラシ，看板やテレビ広告，モデルルー

ムの設置，モデルルームの人件費などの費用

が発生します。これらの販売費用のうち，物

件に直接関係する費用については，二つの会

計処理が考えられます。

　一つは，保守主義の観点から販売費用を費

消したからといって，必ず物件が売れるとは

限らないと考えて，販売費用を発生時に費用

処理する考え方です。もう一つは，特に青田

売りの場合に，販売費用支出の年度と収益計

上の年度がずれることがあるため，収益と費

用の対応の観点から，物件の引渡開始時まで

販売費用を繰り延べる考え方です。なお，こ

れらの販売費用の繰延を前払費用等で処理し，

販売用不動産に含めていない場合には，棚卸

資産評価基準による正味売却価額と比較する

販売用不動産の帳簿価額には，販売費用の繰

延額も含めて考えるべきと考えられます。こ

れは，同会計基準が投資額に対する収益性の

低下を反映する会計処理であることから，販

売用不動産及び繰り延べられた販売費用につ

いて回収可能性を検討すべきであるためです。

販売用不動産の正味売却価額の算定において

販売見込額から販売経費等見込額を差し引く

ことからも，同じことがいえるでしょう。
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７　不動産販売に係る消費税

８　販売費用の会計処理



�　法人税法上の取扱い
　法人税法上，費用の損金算入時期は債務確

定主義によるため，販売費用については，債

務確定時に損金算入することができます。新

聞の折込チラシであれば，新聞発行日の属す

る事業年度の損金となります。

　米国発の経済危機発生以来，不動産販売業

では，特に外資系ファンドの資金が引き上げ

られたことから，急速に販売が停滞し，破綻

する企業も出ております。不動産販売業は，

資金と企画力があれば比較的参入しやすい事

業であり，好景気時には他人資本を利用し，

レバレッジを効かせて急成長できる反面，景

気悪化時には，販売不振と資金繰り難となる

という脆さもあわせ持っています。

　棚卸資産の評価に関する会計基準も導入さ

れたことから，今後は取扱い物件についてよ

り厳しい採算予測と管理が必要となると考え

られます。

【参考文献】
・　『不動産取引の会計・税務Ｑ＆Ａ』新日本有限

責任監査法人　中央経済社
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不動産販売業に関する会計と税務の概観

1.販売用不動産

2.取得価額

4.保有目的の変更

6.原価配分

3.期末評価

損益計算書

5.不動産
販売収益

不動産
販売原価

7.不動産
販売費用

原価配分
（会計）
　面積按分または売価按分が一般的
（税務）
　税法の指定する算式による。ただし，
継続適用を条件に他の合理的な方法も可
＜法基通２－２－２＞

収益認識
（会計）
　実現主義による。実務では引渡基準
等による。「不動産の売却に係る会計
処理に関する論点の整理」，「会計制度
委員会研究報告第13号」など
（税務）
　引渡基準＜法基通２－１－１＞
　土地で引渡日が不明の場合→代金の
相当部分の収受又は登記申請の日
＜法基通２－１－２＞

取得原価
（会計）
　購入代価に付随費用を加算＜連続意見
書第四＞，一定の要件を満たす開発事業
では借入利息を算入できる＜不動産開発
事業を行う場合の支払利子の監査上の取
扱いについて＞
（税務）
　購入代価および直接要した費用。ただ
し，算入しないことができるものがある。
＜法令32，法基通５－１－１，５－１－
１の２＞

販売費用
（会計）
　支出時費用処理または繰延処理
（税務）
　債務確定主義により，債務確定時に
損金算入可能

保有目的の変更
（会計）
　過去は損失計上回避に利用された。
固定→棚による収益計上区分に注意
＜監委第69号＞
（税務）
　制限はなし。ただし，租税回避行為の
認定に注意。

期末評価

会計とほぼ一
致。ただし，
合理性が必要

監委第69号に
よる

時
価

・原則洗替法
・条件満たせ
ば切放法も可

切放法又は
洗替法
（選択可）

戻
入
法

低価法の届出
あれば，損金
算入可

・棚卸資産評
価会計基準
・監委第69号

基
準

税務会計

　（注）　本図表は不動産販売業における会
　　　計と税務の取扱いをイメージしてい
　　　ただくために図表化したものであり，
　　　詳細は本文をご参照ください。
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